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１．は じ め に

認知症高齢者への支援に関して、その研究

は介護保険制度施行以来、大きく前進してい

る。近い将来３００万人を超えるといわれる認

知症高齢者への支援の考え方は「治療」から

「共に歩む」へと変化し、その考え方に基づ

いた支援の方法がさまざまな形で研究され、

認知症の支援に関わる専門職へ伝達されてい

る。本人の意志を尊重し、住み慣れた地域で

の生活を支えるために小規模多機能型居宅介

護やグループホーム等の地域密着型サービス

や地域包括支援センターなどがある。また、

認知症の人を地域で支える市民を養成する認

知症サポーターや、認知症の人を支えるため

の専門知識を備えた専門職として創設された

認知症ケア専門士という人材育成も行ってい

る。認知症ケア専門士の資格を維持するため

には研修等による単位修得が義務づけられ、

生涯学習制度が導入されている。このように、

認知症の人を支えるための専門職が存在する

ことが必要であることや、その予防や支援方

法について広く認知されるようになってきて

いる。

認知症に関する知識や支援方法に関しては

広がりをみせているが、認知症の人を介護す

る家族に関する調査あるいは介入研究は、認

知症の人に関する研究に比べて非常に少ない。

認知症の人の家族に関する研究で最も多いの

は「介護負担感」１に関する研究であり、家族

への介入に関連した研究では、家族会の家族

支援に関する研究が数件あるのみである２。

認知症の本人への関わり方や症状への対応な

どについては様々な方面から研究がなされ明

らかになってきているが、家族介護者の負担

感や精神的な疲労感を軽減するような支援体

制や教育方法についてはほとんど研究されて

いないといえる。在宅で介護を必要とする高

齢者と同居する家族のうち、全体の６０％以上

の人が主観的にストレスがあると感じている３。

介護全体を通した負担感についても、５０％近

くの人が強い負担感を感じている４。認知症

は特にその環境によって状態が大きく変化す

るといわれる。認知症高齢者のケアにあたる

最初の人は家族であることが多いが、その家

族も中年期から高齢期であり、認知症の症状

を理解しケアにあたることが困難であること

も考えられる。介護する家族の精神的負担や

ストレスを軽減することは、認知症の人の暮

らす環境を改善することにつながる。今後、

認知症高齢者の家族介護者の支援について体

系化していくことは重要な課題であると考え、

その現状と課題を明らかにすることを目的と

した。
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２．認知症高齢者の家族支援に関する

研究動向

認知症高齢者に関する研究のなかでも、家

族介護者に焦点をあてたものがどのように論

じられてきたのかを整理したい。ここでは、

家族への支援は本人への支援につながるとい

う観点から、認知症ケア研修センターをもち、

認知症ケア専門士の養成や家族会との連携を

積極的に行っている日本認知症ケア学会の専

門誌から家族支援研究の方向性を探っていく。

山田・武地５は家族介護者の介護の受け止

め方を調べている。高い介護負担感と同時に

介護の肯定的な受け止めが高いことが明らか

にされ、また配偶者介護者は子ども世代介護

者に比べ、抑うつ度が高いことなどの困難さ

が指摘されている。対象を通院患者としてい

るため、通院期間の長さと介護負担感に相関

があること、もの忘れ外来の役割についても

言及している。小澤６は介護者と認知症高齢

者の続柄（義父母、実父母、配偶者）によっ

て、介護に対する評価（肯定的、否定的）に

相違があるか検証している。配偶者介護者は

義父母の介護者より情緒的な面から介護に肯

定的で、義父母の介護者は実父母の介護者よ

り健康の面から否定的であるとの結果が出て

いる。配偶者介護者にはこれまで夫婦として

の情緒的つながりを強みにして介護を前向き

に継続させる支援が必要とし、義父母の介護

者には家族のサポートや社会的サービスの利

用などによる疲労やストレスへの支援が必要

であるとしている。

杉原ら７は認知症高齢者の家族が行う、介

護開始時期からの長期にわたる意思決定過程

とそこにかかわる要因についての検討を行っ

ている。家族は本人と認識の共有ができない

ことに苦慮しつつも必要な情報収集を行い、

「介護者」としての役割や主体性、また意思

表明できにくくなる本人の意をくむ役割も引

き受けていることが明らかとなり、このよう

な意思決定プロセスを考慮したうえで適切な

支援を行う必要性を示唆している。

上条ら８はデイケアを利用する認知症高齢

者の家族介護者を対象とした家族支援を２つ

の方法で行っている。１つは作業療法士や介

護・看護職員がそれぞれの作業療法計画・看

護介護計画の再検討を行い、家族が困ってい

ることを焦点化しチームで共有するという多

職種による職種別の個別介入という方法を取っ

ている。２つ目は家族支援プログラムによる

レクチャーとグループワーク形式での意見交

換を行い、介護者の情報獲得やストレス発散

などの効果を期待している。これらの効果測

定により、介護負担感や介護肯定感の改善に

有用であることを示唆している。

尾之内ら９は、家族会の試みとして、介護

者への支援が進んでいる海外の事例を参考と

した比較のなかで、日本では要介護者への支

援に付随する間接的な利益を受けるに過ぎず、

介護者の社会的排除に関する配慮が見られな

いことを指摘している。また、介護者に対し

適切な支援を行うには、「介護者アセスメン

ト」が必要だとして、必要なアセスメント項

目の検討を行っている。旭ら１０は、「家族支援

プログラム」を家族会において定期的に開催

し、その効果の検証をしている。同じ経験を

持つ仲間と率直に語り合うことを通して、参

加者自身が自らの経験や思いを整理し、現実

を受け止め将来への心構えができるという点

で有効であるとしている。湯原ら１１は家族会
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が行う電話相談の実態を明らかにし、家族介

護者に果たしている役割を検討している。認

知症の症状や介護を巡る人間関係についての

相談が多く、電話相談によって介護者自身を

支え、気持ちを受け止めることができ、適切

な対応方法を伝えていく役割を担っているこ

とが確認されている。

これらの研究からは大きく分けると２つの

視点に分類できることがわかる。１つは家族

介護者の介護における受け止め方に焦点をあ

てたもの、２つ目は家族介護者への支援方法

についてである。介護における受け止め方に

ついては、介護負担感という介護に対する否

定的な評価に焦点をあてた研究が中心だった

が、介護への満足感や充実感、自己成長感と

いう肯定的な評価についての研究もされるよ

うになってきているという動向がある。また、

家族介護者への支援については、家族会が積

極的に行っており、電話相談や家族支援プロ

グラムによって直接的に家族を支援すること

や、海外との比較において日本の特徴を指摘

している。日本の介護者への支援は要介護者

の権利擁護が主目的であり、介護者を要介護

者とは違う個人として認め、その社会的役割

を確認し、介護を原因に社会から孤立しない

ことを目指している海外の支援とは異なる問

題点があることが指摘されている。つまり、

認知症の人本人への支援のための家族支援と

いう視点だけではこれまでの考え方と変わり

ないということになる。本来の家族支援を考

えるのであれば、家族介護者への支援の目的

を介護者の基本的人権の擁護という視点に立っ

て考える必要がある。

３．認知症の人の家族への意識調査より

家族介護者が必要としている支援とはどの

ようなものなのだろう。日本認知症ケア学会

が実施した認知症の人の家族への調査４を参

考に考察していきたい。

家族介護者が相談できる人としてあげてい

るのは、「ケアマネジャー（７０．３％）」「配偶

者（４６．７％）」「かかりつけ医（４６．４％）」の

順である。その次に男性介護者では「ヘルパー

（１８．３％）」、女性介護者では「子ども

（２３．１％）」となっている。また、「施設職員

（１７．９％）」からはデイサービスやショート

ステイ等の利用しているサービスを通して職

員へ相談できる状況がうかがえる。このよう

に相談できる人としては、家族や身近に直接

関わる専門職をあげており、「家族会（７．５％）」

や「民生委員（３．０％）」「市区町村の職員

（３．５％）」「地域包括支援センター職員

（５．１％）」などのその他専門職や地域の相談

機関等の利用は全体からみると少ないことが

わかる。

介護負担についての自由回答をみると、精

神的な負担やストレスが多く、「終わりがな

い」「大変さを周りが理解してくれない」「孤

立」「自己嫌悪」など先の見えない介護や周

囲の無理解により孤独に陥ってしまう状況が

みえる。また、「他人にプライバシーをさら

け出さなければいけないこと」という回答か

らは専門機関への相談も家族介護者にとって

はストレスの一因になり得ることも推測でき

る。

認知症の人のサービス利用については、

「デイサービス（５９．７％）」や「ショートス

テイ（３２．０％）」の利用が多くなっているが、
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介護保険以外のサービスを利用していない人

が７５．９％を占める。介護保険制度のメニュー

のなかにあるサービスは利用しやすくなって

いるが、その他の行政サービスやインフォー

マルなサービスについての情報を得たり利用

したりする機会が乏しいことがわかる。「NPO

などの移送支援サービス」「地域の見守りネッ

トワーク」「家族介護教室」などの介護保険

外のさまざまなサービスを有効に活用するこ

とも家族介護者の負担軽減につながるのでは

ないだろうか。

介護者の負担感については、「まったく負

担ではない（２．２％）」「多少負担に思う

（２１．９％）」「世間並みの負担だと思う

（３４．１％）」「かなり負担だと思う（２５．７％）」

「非常に大きな負担である（１６．０）」となっ

ている。男性に比べて女性のほうが「非常に

大きな負担である」割合が多く、年代別にみ

ると４０歳代で負担感が強くあらわれている。

介護期間別にみると、「非常に大きな負担で

ある」割合が高いのは「１年未満」と「５年

以上１０年未満」であり、それぞれ２割を超え

ている。介護以外にもさまざまな役割を抱え

ていると思われる年代で介護負担が大きくなっ

ていると考えられる。仕事や育児などと両立

し介護負担感を抱え込んでいるのではないだ

ろうか。また、始めたばかりの慣れない介護

に戸惑っている時期と数年が経過し終わりの

ない介護に疲労がたまってくる時期に負担感

を強く感じることが多いと考えられる。

この調査結果からは、普段から身近に関わっ

ている家族や専門職には相談できるが、その

他の相談機関等は利用しにくい状況にあり、

サービス利用についても介護保険の利用に留

まっている人が多いことがわかる。また、女

性が介護負担感を感じることが多いことの要

因としては、介護は女性の役割という認識が

まだ社会的に存在することや、介護以外の社

会的役割である家事や育児という負担も女性

が担っていることがあげられるのではないだ

ろうか。前述した先行研究にあったように、

介護する人も社会的役割を持った個人である

という認識をもつことが、家族介護者への支

援には重要な視点であるといえるであろう。

４．家族介護者の支援の現状と課題

� 家族のなかの関係性

認知症とは認知症の人本人とその介護する

家族という２人の患者を同時につくるという１２。

認知症の介護を考えるとき、その家族介護者

との関係性のなかで支援していく必要がある。

小澤６や山田・武地５からは家族介護者といっ

ても、その続柄によって介護負担感や疲労、

ストレスが異なることがわかる。つまり、家

族支援においては、認知症高齢者と家族介護

者の関係性によって、支援の内容が異なるの

である。配偶者介護者には介護を前向きに、

義父母の介護者には社会的サービスの利用な

どのサポートが必要であれば、そこに関わる

専門職の役割や支援方法も異なってくるであ

ろう。

また、家族介護者の続柄によって、利用す

る社会的サービスの種類も異なるという調査

結果もある１３。家族介護者を嫁、妻、娘、息

子、夫という５種類に分類し、サービス選択

に相違があることを明らかにしている。嫁は

訪問介護よりもデイサービスやショートステ

イの利用が多い傾向があるが、妻は嫁に比べ

るとサービスをあまり頻繁に利用せず、娘は

その中間的なグループに属する。夫や息子は
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女性の家族介護者よりも訪問介護を多く利用

する傾向にある。前述した家族介護者の意識

調査にある男性介護者は女性介護者よりもヘ

ルパーを相談できる人としてあげている要因

がここにみえる。続柄別に介護を引き受けた

理由についても述べられているが、男性介護

者の場合は、他に介護する人がいないという

理由が他の介護者より多い。それが、相談で

きる人を女性のように「子ども」ではなく、

「ヘルパー」としている理由でもあるのでは

ないだろうか。介護者は責任感から介護を引

き受けているという共通項があることについ

ても述べられている。介護は家族の責任とい

う考え方が広く共有されているが、核家族化

が進み、子どもや子どもの配偶者からの支援

を期待することが難しくなっているなかで、

介護は夫婦間の責任とする考え方が高齢者の

間にも広まりつつあるとしている。一概に家

族介護者といっても、どのような関係性にあ

るかによって、その家族にかかってくる精神

的な負担やストレス、求められる支援も異なっ

てくるということになる。

� 家族支援プログラムの実際

家族会における「家族支援プログラム」の

実践１０では、介護者同士のピアカウンセリン

グとエンパワメント力を活用する講座を開設

するという方法をとっている。目的は家族介

護者の潜在的能力を引き出し、介護を乗り切

る力をつけることである。半年間の研修講座

で月に１回、合計６回の講座を受講する。主

なプログラムのテーマは「介護者同士の交流

会」「介護の仕方と介護者の心」「医師とのか

かわり方」「介護保険など社会資源」につい

てで、運営スタッフは介護経験者や家族支援

プログラム受講修了者に研修を行い登用して

いる。参加者への調査によって「視野が広が

る」「仲間ができる」というポジティブな影

響を与えていることがその効果として明らか

になっている。

前述したデイケアのなかでの「家族支援プ

ログラム」８では、職種別に家族介護者への介

入について検討したことを実施し、チームと

してのかかわりとしては家族教室を開催して

いる。家族教室では、講義形式のレクチャー

と家族介護者同士で意見交換する時間を設け

ている。２ヶ月間の介入を実施した結果、介

護負担感の軽減と介護肯定感が高くなる傾向

が認められている。これは従来の家族介護者

側からの相談を中心とした受身的な家族支援

よりも、積極的に働きかける家族支援のほう

がより効果的であることを示していると分析

している。

また、医療機関での家族教室の実践も存在

する。認知症の人と家族への支援として、松

本診療所ものわすれクリニックでは心理教育

的家族療法を用いて家族教室を行っている１４。

そこでは単家族、複数家族というその家族に

合わせたさまざまな形で行われ、単家族に対

してはお盆やお正月などの家族が一堂に会す

る機会にアウトリーチという形で出向くこと

もあるという柔軟性にとんだ教室となってい

る。複数家族の場合はそこに医師や看護師、

言語聴覚士、社会福祉士などの専門職が参加

する。内容としては情報提供と参加者同士の

自由な意見の交換としている。効果としては、

「情報の伝達で本人や家族の不安を軽減する

効果」「同じ立場の介護家族がお互いの心境

を語り合うことによる癒しの効果」などをあ

げている。
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松本診療所の取り組みは、前述した家族会

やデイケアでの実践よりもさらに積極的な介

入をしているといえる。教室という形で家族

介護者の参加を待つだけでなく、アウトリー

チも取り入れることの効果は非常に大きい。

自宅で介護する認知症高齢者がいる場合、家

族介護者は外出もままならない。支援を受け

る機会が多様にあることは、支援が必要な人

を見逃さないために重要なことである。相談

を受けることを待つのではなく、家族支援プ

ログラムの積極的な活用の呼びかけ、そして

参加が難しい場合には支援する側から出向く

というアウトリーチの形をとる柔軟な対応が

必要であることがわかる。

� 家族介護者の現状分析と課題

安田１５は家族介護者のおかれた現状につい

ての調査のなかで、心身ともに疲れ果てスト

レスを抱えて追い込まれている原因を次のよ

うに分析している。� 知識の欠如、� 周

囲の無理解、� 身内介護の限界、� 生活

への悪影響、� サポートの欠如、� 関係

者の態度、� 介護者の性格、という７つの

項目で説明している。また、高見１６は認知症

の人を介護する家族には４つの苦しみがある

としている。� ２４時間気の休まるときのな

い介護で心身ともに疲労に陥っていること、

� 家庭生活が混乱してしまうこと、� 先

行きに大きな不安をもっていること、� 身

近に適切な相談機関や理解者がなく孤立無援

の思いに陥ること、である。先の日本認知症

ケア学会の調査４にあった家族介護者の介護

負担についての自由回答とも重なる項目があ

ることがわかる。また、これら原因の解決策

として安田は、� 社会資源の充実、� 職

員の教育、� 啓蒙、� 意識改革という４

つをあげている。

このような解決策はもちろん必要であるが、

どれも家族介護者にとっては、外堀を埋める

対応であって、直接そのストレスや精神的負

担にかかわるものではない。家族介護者が孤

立無援の思いに陥る前に直接的に働きかけ、

そのストレスや不安を軽減していくためには、

やはり日々直接関わるであろう専門職からの

アプローチが欠かせないのではないだろうか。

日本認知症ケア学会の調査で、家族介護者が

相談できる人としてあげられたのは、すでに

介護を開始し、さまざまな支援を受け始めて

いる人の回答であると推測できる。家族以外

にはケアマネジャーやヘルパーがあげられて

いるからである。しかし、認知症の診断を最

初に受けるのは医療機関であることが多い。

そのときに、家族がその診断を受け止め、ス

トレスや精神的負担を極限まで抱え込まない

ための予防的な対応が必要なのではないだろ

うか。松本診療所のような家族教室がすべて

の物忘れ外来等で行われているわけではない。

診断を受けただけで途方にくれ、社会的なサー

ビスからもれてしまっている家族介護者も存

在するはずである。どの時期にどのような支

援が必要なのか、そして、認知症高齢者本人

とその家族介護者との関係性のなかで考えて

いける支援方法が必要とされているのではな

いだろうか。

高見１６は家族を支えられる４者をあげてい

る。一番手は同じ介護家族、二番手は専門職、

三番手は周りの人たち、四番手は国や地方自

治体の施策である。さまざまな家族支援プロ

グラムで行われている複数家族を専門職が支

えるという図式が当てはまるということにな
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る。今や全国にその支部をもつ「認知症の人

と家族の会」も、結成のきっかけは家族の苦

労をみかねた医師の呼びかけによるものだっ

たという。同じ立場にいる家族介護者同士が

支え合い、そこに専門職が入って支援をする

という基本的な構造がある。そして、周囲へ

の啓蒙により社会からの孤立や疎外感を防ぎ、

社会資源の充実によって具体的な家族介護者

の現実を支えることが望まれる。

５．お わ り に

近年、認知症ケアに関しては認知症の人本

人の権利を保障することが重要視されている。

認知症という症状・疾患という見方よりも、

認知症の人の自己への配慮、主体性を守るこ

とが強調されているといえる。そのため、家

族介護者にもその介護において、認知症理解

や道徳的配慮が求められる危険があるという

指摘がある１７。

多くのことが求められる状況のなかで、そ

の精神的負担やストレスを解消するための手

段や防ぐためのシステムが確立されていない

現状にある。さまざまな分野において現在試

行されている段階であるといえる。家族介護

者への支援が認知症の人本人への支援につな

がるという観点だけでなく、家族介護者自身

が社会的役割をもった個人であり、その権利

を擁護するという視点も重要となる。認知症

にかかわる専門職向けの家族支援の研修では

定員を大幅に上回る応募があるという現状も

ある。家族介護者と日々接している専門職も、

その対応や支援の方法に苦慮しているという

ことなのではないだろうか。今後、家族介護

者への支援にあたっている専門職や家族介護

者自身への調査などを通して、家族への支援

がどの程度意識され実践されているのか、家

族はどのような支援を求めているのかを明ら

かにし、支援の手段や方法を探りたい。
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